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標準化機関TTCから⾒た
AIを取り巻く国内外の動向

2020年3⽉
⼀般社団法⼈情報通信技術委員会（TTC）

⾦⼦ ⿇⾐
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略歴
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1997年｜NTT⼊社

1999年｜分社化、NTT東⽇本勤務

法⼈SEとして⽇本科学未来館のシステム構築を担当

2006年｜総務⼈事部で、技術系新卒200名を採⽤

2008年｜ビジネス開発部で、国内発のタブレットサービスを開発

2012年｜⼈事部付けで⺠間シンクタンクへ、マイナンバー等政策提⾔活動に従事

2015年｜神奈川県内の公共機関・⼤学をユーザとする営業部⾨の⻑として毎年40億円売り上げ

2018年｜現職

⾦⼦⿇⾐
⼀般社団法⼈情報通信技術委員会（TTC）企画戦略部⻑
（NTT東⽇本 デジタル⾰新本部付き）
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（⼀社）情報通信技術委員会（TTC）とは
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 経緯 ︓ 1985年発⾜（通信⾃由化による電電公社⺠営化)の情報通信分野の標準化機関
 ミッション︓ 情報通信分野の標準化への貢献とその普及推進
 構成 ︓ キャリア・情報通信関連企業等97社からなる会員組織

国際標準化機関 等

標準化提案標準化提案 国内標準化国内標準化

アジア太平洋地域
諸国

国際連携・協調国際連携・協調

図︓TTCの役割

会員会員外

各種要望の
吸い上げ
各種要望の
吸い上げ

標準普及促進
最新動向配信
標準普及促進
最新動向配信

新課題の開拓新課題の開拓

新技術・サービス

1 TTC概要と標準化
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TTC標準化事例
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技術 ILE(Immersive Live Experience) ソフトエラー

特徴

「超⾼臨場感ライブ体験」
スポーツ競技やエンタメ系公演等を遠隔地へリア
ルタイムに伝送し臨場感⾼く再現。会場の選⼿･
演者や観客と遠隔地の観客が距離を超えて⼀
体となり、感動をリアルタイムで共有可能

ソフトエラーは、永久的にデバイスが故障するハー
ドエラーではなく、デバイスの再起動やデータの上
書きによって回復する⼀時的な故障。主な原因
は、宇宙線中性⼦によるもの。

利⽤
シーン

スポーツ等のパブリックビューイング、コンサート・舞
台芸術等のライブビューイング 通信機器の設計・試験・評価時に活⽤

要素
技術
＆
ﾌﾚｰﾑ
ﾜｰｸ

ソフトエラーは再現が難しく原因の特定が困難で、
開発時に充分な検証ができなかった。
中性⼦を発⽣させる施設が出来たことで、通信
装置への影響を測定できるようになり、
設計や評価指標が求められていた。

標準
⽇本からの提案で2018年7⽉に勧告化
（事実上の標準化）
①要求条件 ②アーキテクチャ・フレームワーク
③サービスシナリオ

⽇本からの提案で2018年11⽉に勧告化、関
係7社で共同報道発表
ソフトエラー対策に関する設計・試験・評価の⽅
法および品質基準を定めた国際標準

出典︓NTT技術ジャーナル2018年10⽉号、NTT資料「イマーシブテレプレゼンス技術Kirari!について」2015
ソフトエラー報道発表資料

1 TTC概要と標準化
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役割が拡⼤する標準化
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技術開発 マーケティング
（企業視点）標準化

従来

現在

会員企業のビジネス創出を後押しするためには、範囲が拡⼤する標準化に対応するだ
けでなく、オープンイノベーションを前提としたユーザ視点のマーケティングが重要

技術の成熟

マーケティング
（ユーザ視点）

技術の萌芽

標準化

技術の
組み合わせ

オープン
イノベーション1.0
(1対1の外部リソース

組み合わせ)

オープン
イノベーション2.0

(多くのステークホルダー
と社会課題解決)

重要

出典︓オープンイノベーション⽩書第⼆版（NEDO・JOIC）

クローズド
イノベーション
（⾃社の経営資

源中⼼）

開発体制の変化

1 TTC概要と標準化
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オープンイノベーション国内事例
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企業名 主な取り組み 主な成果

⽇⽴製作所 • 東京、北⽶、中国、欧州に社会イノベー
ション協創センター（CSI）設⽴

• スマホのキャッシュカー
ドレスサービス

• アメリカ⾮営利団体のブ
ロックチェーンPJに参画

富⼠ゼロックス
• 都市型R&D拠点で地域連携、中⼩・ベン

チャー企業６社等と四次元ポケットプロ
ジェクト

• 室内⾶⾏機等新製品発表

トヨタ⾃動⾞ • オープンイノベーションプログラム
TOYOTA NEXTでアイデア応募

• 選定した5社とサービス
開発

ソフトバンク • 国内外問わずパートナーを探すSoftbank 
Innovation Program

• 数社と協業、テストマー
ケティングを実施

KDDI

• ベンチャー⽀援「KDDI∞Labo」「KDDI 
Open Innovation Fund」設置。

• 5G、IoTのビジネス開発拠点「KDDI 
DIGITAL GATE」を開設

• 7社を採択し実証実験20
件実施

1 TTC概要と標準化
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1989年 国名 業種 2019年 国名 業種
1 NTT 通信 マイクロソフト IT
2 ⽇本興業銀⾏ 銀⾏ アップル IT
3 住友銀⾏ 銀⾏ アマゾン・ドット・コム IT
4 富⼠銀⾏ 銀⾏ アルファベット IT
5 第⼀勧業銀⾏ 銀⾏ フェイスブック IT
6 IBM ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ バークシャー・ハザウェイ 投資
7 三菱銀⾏ 銀⾏ ｱﾘﾊﾞﾊﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ IT
8 エクソン ⽯油 ﾃﾝｾﾝﾄ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ IT
9 東京電⼒ 電⼒ ビザ ⾦融
10 ロイヤル・ダッチ・シェル ⽯油 JPモルガン・チェース 銀⾏
11 トヨタ⾃動⾞ ⾃動⾞ ネスレ ⾷品
12 GE ⾃動⾞ ｼｮﾝｿﾝ・ｴﾝﾄﾞ・ｼﾞｮﾝｿﾝ ヘルスケア

IT創⽣期、世界時価総額上位から消えた⽇本企業
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 1989年世界時価総額ランキング上位50社中、⽇本企業が32社
 2019年は43位のトヨタが1社のみで、⽶国企業が31社を占める

出典︓世界時価総額ランキング2019年8⽉末時点より筆者作成

表︓世界時価総額ランキング⽐較

2-1現状と課題
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エコシステム型産業への変化
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 GAFAのプラットフォームビジネスが産業に⼤きな影響を与え、AIの進展を⽀えているビジネス
モデルはエコシステム（利益を享受する協業形式→産業全体の活性化）

 ⽇本企業の戦略は⾼度成⻑期に適していたが、デジタル技術やソフトウェアで価値が作られ
る第4次産業⾰命においては、多様性に耐えうる海外企業の戦略が成功している

出典︓Mamag（マーケティングマガジン）、⼩川紘⼀「オープン＆クローズ戦略増補改訂版」

ユーザ・パートナー・ベンダーが平等に
利益を得られる協業形式＆
産業全体を⼀体となって発展

2-1現状と課題

⽇本企業 海外企業

企業 情報機器・通信会社等 GAFA等

製品・
サービス

情報機器・ICT機器
社会インフラ機器

⾃動⾞等

プラットフォーム
検索サービス

ICTソフトウェア等

戦略
• ⾃社技術を活⽤した

「ものづくり」
• クローズ戦略

• ユーザ中⼼の「ことづ
くり」

• オープン技術をベース

価値
創造 ⾼品質・⼤量⽣産 新たなサービス・ユーザ

ニーズに対応

2020 年　電子情報通信学会総合大会

Copyright © 2020 IEICE2020/3/17 〜 20　東広島市 SSS-1
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AI⼈材、⽇本は４％弱
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出典︓⽇本経済新聞 2019/6/2

世界のトップ級⼈材
2万400⼈

世界のトップ級⼈材
2万400⼈

国 研究者 ⼥性割合
⽶国 10295 20
中国 2525 22
イギリス 1475 18
ドイツ 935 16
カナダ 815 14
⽇本 805 9
フランス 695 16
オーストラリア 575 22
インド 555 17
韓国 405 12

2-1現状と課題
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⽇本のAI論⽂数は6位と出遅れ
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 AIに関する投稿論⽂は中国31%と⽶国30％を抜いている
 企業別にみても⽶中に遅れをとる

図︓AI関連特許出願件数トップ3企業
(⽇本経済新聞2019/5/4)

投稿数割合

図︓ＡＩ投稿論⽂統計値(AI⽩書2019)

2-1現状と課題
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AI投資額＆⽇⽶ICT⼈材⽐較
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 ⽇本のAI関連投資額は、研究開発で先⾏する⽶国や中国の2割以下
 ⽶国との投資額の差額は6兆円にも及ぶ
 ⽇本ではアメリカに⽐べて、ユーザ企業に属するICT⼈材の割合が少なく、
 ユーザサイドでICTを活⽤するイノベーションが起こりにくい構造的課題

出典︓政府の2018年度予算案よりSankei.biz2019.2.26

2-1現状と課題

図︓⽇本と⽶国の情報処理・通信に携わる
ICT⼈材（2018年版情報通信⽩書）

Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 

世界的トップ企業のAI
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2-2国内外企業のAI

企業名 取り組み 買収数※

• AIに関する論⽂発表が少なめだったが、AI研究団体
「Partnership on AI」に加盟

• 2015年から関連企業を買収
17社

• 囲碁AI開発のDeepMind買収
• AIソフト「TensorFlow」のオープンソース化
• AI学習サイト「Learn with Google AI」無償公開

16社

• 早い段階でAIに取り組み、オープンな姿勢
• Watsonを活⽤したサービスを提供 7社

• ⼈⼯知能研究組織を設置
• ディープラーニングを⽤いたテキスト理解エンジン「Deep 

Text」を発表
7社

Microsoft
• Amazonと⾳声認識AIアシスタントで相互連携
• AI開発者向けオープンソースプロジェクトでFacebookと提携
• AI関連特許出願件数トップ

7社

• 2016年にAmazon AI発表
• Googleに対抗すべくMicrosoftと連携 5社

※2017年まで
Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 

世界的トップ企業が買収したAI技術
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 Appleが最も買収数が多く、Googleは幅広い関連技術を買収
 Microsoft、IBMは⾃然⾔語・データ分析に集中

2-2国内外企業のAI

Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 

国内⼤⼿企業のAI
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企業名 名称 取り組み

⽇⽴製作所 Hitachi AI Technology/H
• データから100万個超の仮説を⾃動で⽣成、⼈が与

えたオプションから最適解を選択
• 14分野57案件に適⽤済み

富⼠通 Zinrai
• ⼈⼯知能黎明期から続けてきた30年間の研究成果
• ものづくり、研究・開発、流通、コールセンターな

ど幅広く、顧客に応じてAIを活⽤

NEC the WISE

• 「⾒える化」「分析」「対処」の領域から構成
• 指紋認証や顔認証は、⽶国国⽴標準技術研究所主催

の技術評価コンテストで世界No.1の評価
• AI関連特許では国内トップ

NTT corevo

• 40年以上にもおよぶ研究蓄積を背景とした⾃然⾔
語処理、知識処理技術と、国際技術評価で世界1位
の精度を達成した⾳声認識技術を中⼼に各分野での
シェアを拡⼤

• 特にコールセンター等で活⽤

2-2国内外企業のAI

Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 

東京オリンピックで期待されるAI
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出典︓富⼠通㈱藤原英則⽒TTCセミナー資料「テクノロジー
でスポーツに⾰命を︕」

2-2国内外企業のAI

AI⾃動採点システム（富⼠通）

３Dセンサーで正確に⼈間を動きを把握し、AIを活⽤して
技を特定するなど正確に採点を出すシステム。AIによって
採点を出すスピードも速くなり競技がスムーズに進む。体操
等で実証実験中。

技能継承のAI（茨城県ベン
チャー企業LIGHTz）

選⼿の動きを細かく数値化してモデルを作成、⼀つのプ
レーで選⼿が何を考えていたのかAIに記憶。経験に照
らして専⾨家が選⼿の状態を分析。

Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 

東京オリンピックで期待されるロボットタクシー
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 DNAとロボット開発ベンチャーのZMPが⾃動運転技術を活⽤した「無⼈タクシー」
の実⽤化を⽬指し、合弁会社ロボットタクシーを設⽴

 東京オリンピックまでに⾃動運転レベル４実現を⽬指す

成⽥国際空港、中部国際空港で⾃動運転実証実験

2-2国内外企業のAI
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東京オリンピックで期待されるロボット
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REBPRG-Z
ALSOK,異常⾳検知
が可能。今後は、危険
性ガスの検知、消⽕機
能もオプションでつく。警
備ロボットとして11代⽬

SEQSENSE「SQ-2」
ALSOKと三菱地所と共同の警備ロ
ボットを開発。空間認識機能があり込
み合っている場所でも巡回可能。リア
ルタイムに映像を送信。

ロボピン（富⼠通）
顔の部分はLEDで変⾊し、感情の表
現を⾏うことができる。⾳声でコミュニ
ケーションが可能で、英語・中国語にも
対応。富⼠通の⾳声認識AIが活⽤。

2-2国内外企業のAI

セコムのバーチャル警備員
⽇本初の警備保障会社。トップダウンでAIを活
⽤したサービスを創出

2020 年　電子情報通信学会総合大会

Copyright © 2020 IEICE2020/3/17 〜 20　東広島市 SSS-2
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AI for Good Global Summit の概要
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2017年 2018年 2019年

⽬的 AIに関する包括的なグローバル対話 SDGSの達成を⽀援する
AIのソリューション開発

SDGs達成を加速させる
AIの実⽤化

主な成果 AIリポジトリの設定
FG-ML5Gの発⾜

35のプロジェクト提案
FG-AI4Hの発⾜

教育で2つのプロジェクト発⾜
今後その他プロジェクトが発⾜予定

Breakthrough 
Sessions

① Privacy, Ethics & Societal 
Challenges 

② Capacity Building & Poverty 
Reduction 

③ Common Good & Sustainable 
Living 

④ Investment, Economic 
Aspects & Designing the 
Future 

① AI & Smart Cities
and Smart Communities 

② AI & Health 
③ The Eye in the Sky: Space, AI & 

Satellite 
④ Trusting AI – Will Mankind

Master the Machine, or Vice 
Versa? 

① AI and Health
② AI and Education
③ AI and Human Dignity and 

Equality
④ Scaling AI 
⑤ AI for Space

講演者※ 70⼈以上 150⼈以上 370⼈以上

参加者 500⼈以上
Web5,000⼈以上

49カ国700⼈以上
Web参加⼈数不明

90カ国以上2,300名以上
Web6,000⼈以上

メディア
ジャーナリスト 45名

累計視聴者数1億⼈以上（多⾔語）
SNS等 300万⼈以上

ジャーナリスト 40名以上
累計視聴者数10億⼈以上（多⾔語）

1,000近いメディアで放送

ジャーナリスト 40名以上
累計視聴者数10億⼈以上（多⾔語）

3国際動向

※ITU事務総局⻑・ITU電気通信標準化局⻑・世界気象機関（WMO）事務総⻑・世界知的所有権機関（WIPO）取締役・XPRIZE財団CEO・ACMのCEO
EOSG（Executive Office of the Secretary-General）事務次⻑・Microsoftのマーケティングセールストップ・シーメンス取締役会議⻑等

 ITU主催、2019年はAI実⽤化がテーマ、3年間を通じてSDGsの達成を⽬標に掲げている
 世界中の関係者を招集してプロジェクトを⽣み出し、全⼈類が安全にアクセスできるようにすること
 サミットはAIがどのように適⽤され、幅広い問題をどのようにサポートできるか真剣に検討する場

Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 

Grade 企業 団体

Platinum

Gold

Silver

Bronze

Supporter

Content

AI for Good Global SummitのSponsor＆Partner

⽶国
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
学会

⽶国
財団

ｺﾝｻﾙ ⽶国虐待０ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ｺﾝｻﾙ

⽶国ｿﾌﾄｳｪｱ

ｺﾝｻﾙ ｶﾅﾀﾞのAI企業
ｽｲｽの財団

ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ市
⽶国ｽﾄｰﾘｰﾃﾘﾝｸﾞ

ﾏﾙﾀとｽｲｽの
財団

ﾍﾞﾙﾘﾝ
ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ財団

⽶国⾮営利団体 ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ⼤学 ｽｲｽ連邦⼯科⼤学
ﾛｰｻﾞﾝﾇ校

イギリス
公共政策会社

ｽｲｽ
ﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連携

ｽｲｽ
ｼﾝｸﾀﾝｸ

ｽｲｽ
研究機関

ｽｲｽ
ﾃﾞｰﾀ収集分析

ｵｰﾌﾟﾝﾌﾟﾗﾄﾌｫｰﾑ
DEEP※

※ACAPS,IDMA,IFRC,JIPS,UNHCR,UNICEF,OCHA,OHCHR,Okular-Analyticsが統括するプロジェクト
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3国際動向

協⼒︓XPRIZE財団 国連パートナー︓WHO、UNICEFF等37団体
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AI for Good Global Summitの成果
3国際動向

AI and Health AI and 
Education

AI and Human 
Dignity and 

Equality
Scaling AI AI for Space

• AIとデータは密
接で⾼品質デー
タの重要性が共
通認識

• 2018サミット終
了後発⾜Focus 
Group on AI 
for 
Health(FG-
AI4H)でAIアル
ゴリズムやパフォー
マンスのベンチ
マーク等の標準
化に取り組むと
発表

• サミットの成果で２
つのプログラムを発
表

①世界最⼤の家族
向けAI教育プログラ
ム
8,000⼈の親⼦と
150の教育を対象
②世界最⼤のAIメン
タリングプログラム
教育の専⾨家
1,000名がAIを学び
やすくする実践プログ
ラム

• 官⺠が協⼒して、
AIの開発、教育、
労働⼒への組み込
みを保証する戦略
を策定することが前
提

• AIと⼦供の権利を
守る政策ガイダンス
の策定を宣⾔

• 関連サイト
「Technoladies」
をオープン予定

• オープンプラット
フォームと新しいテ
クノロジーを活⽤
して、データやモデ
ルを共有

• マルチ・ステークホ
ルダーで様々なス
キルを有する⼈材
を連携

• 貧困や気候変動
に対処するため、
5年間で、100各
国と連携し50の
プロジェクトを発⾜
させる。

• 膨⼤な宇宙デー
タは気象現象の
監視や気候変動
の対処に役⽴つ

• 宇宙分野で有益
なAIを実現するた
めのデータ要件に
関する共通の合
意を⾒つける

• AIと宇宙のガバナ
ンスに関する幅広
い原則の合意に
向けての第⼀歩
を踏み出す

 5つのテーマ別に専⾨家と参加者が議論。AIとデータは共有が必要であり、コミュニ
ティを通じたインフラ構築の必要性が論じられた

 過去三回のサミットと共に発展してきたAI Commonsを活⽤

21
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AIコモンズの取り組み

Connectivity 持続可能なソリューションの実現に向けて、AIイノベータと問題を持つユーザをつなぐ。関係者同⼠の知識を
信頼できる安全な⽅法で共有するコミュニティを⽬指す。

AI Repository トレーニング済みのML / AIモデルの共通リポジトリで、実践コミュニティのリソースとして機能

AI Community Hubs AIで課題を解決するためには、問題の所有者を問題解決者に関連付けることが重要であり、アクティブなAI
のコミュニティハブを⽬指す。

Build オープンな環境で共有リソースが利⽤できる環境を整備。アクセスルールの定義や、そのルールを管理するガバ
ナンスを整備

Storytelling Challenges 歴史上著名な⼥性の名前を提供された場合に、キャラクターのプロフィールを⽣成できるアルゴリズムを開発す
るチャレンジ

Global Data Commons SDGsの達成を⽀援するために、グローバルベースでデータのルールベースやアクセスのメカニズムを提供、⾼度
な分析と、AIにおける⾰命の活⽤を⽀援することを⽬的とする

AI Collaboration Sandbox AI/MLアルゴリズム、トレーニング・データ・セット、クラウドおよびコンピューティング・リソースが組み込まれており、
誰でも実環境におけるソリューションを評価できる環境を整備

Scale 投資グループと政府両⽅が、資⾦調達も含めたAIソリューションのスケーリングや標準化フレームワークの構築
を⽀援

ImpactNet AI for Impactベンチマークデータベースで、モデルデータセットとモデルAIソリューションを作成。
データセットにより、より多くの研究者が新しい分野でモデルを使⽤できるようになる。

3国際動向

 AIイノベーター、起業家、学術界、NGO等によってサポートされる⾮営利組織
 AIを使って実際に社会課題を解決するためのソリューションを開発できるようにするためのコラ

ボレーションフレームワークで、AIソリューションに必要なガバナンス・ポリシーを作成

22 Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 

財団
⾮営利団体

企業

インキュベーショ
ン施設

研究機関

AIコモンズの⽀援団体
⽀援団体（21社）

（財団）
＜アメリカ＞

経営⼤学院
＜フランス＞

Camera Culture
（MIT Lab︓⾒えないものを

⾒える化）
＜アメリカ＞

（イノベーションハブ）
＜スイス＞

Ocean
（仮想通貨）

＜シンガポール＞

Element AI
（⼈⼯知能会社）

＜カナダ＞

Advance
Responsible
Technology

（シンクタンク）
＜アメリカ＞

（機械学習会社）
＜アメリカ＞

Mira
（機械学習研究所）

＜カナダ＞

Mira
（イノベーションハブ）

＜タンザニア＞

District３
（イノベーションハブ）

＜カナダ＞

（財団）
＜スイス＞

教皇庁アカデミア
＜イタリア＞

（AI研究所）
＜アメリカ＞

（シンクタンク）
＜アメリカ＞

（ストーリー⼿リング）
＜アメリカ＞

（AIプラットフォーム）
＜スイス＞

（AI設計）
＜フランス・アメリカ＞

（コンサルティング）
＜イギリス＞

ロゴをクリックすると、各企業等のホームページにリンクサミットスポンサー

3国際動向
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AIサミットの特徴的なデモと講演
 世界初の無⼈電動レーシングカー「
ROBORACE」

Nvidiaとミシュランが共同で開発運転席も備
わっており、ドライバーが乗って操縦することも可
能。⾞載AIコンピュータによって、レースに関わ
るメンバー全員が、リアルタイムに取得できるデー
タやレース中の振動や動きを把握できる

3国際動向

 アメリカの発明家・実業家 Ray Kurzweil※
「AIの進歩によって将来は改善される。
科学技術の進歩は直線的ではなく指数関数的
に進歩する。⼈間はクラウドに接続することで
拡⼤した脳を持ち、知性は100倍になる。」

※技術的進歩の予測を的中、著書「The Singularity Is Near」で知られる。

 ITU電気通信標準化局⻑
通信事業者は、世界で最も貴重な
データを保有し、最も信頼され規制
されている。
しかし⼀部の事業者で、AIを使って、
健康・天気・ソーシャルメディアと組み
合わせたデータ分析を通じて、トレン
ドや病気の流⾏を予知を実現。
AIを実装するためには、ユーザ中⼼
の設計アプローチと、適切なデータセッ
トが必要不可⽋。

24
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AIサミットを活⽤する

 The other 50%
（世界の半分の⼈々がICTの恩恵を被っていない、つながっていない）
ITUとXPRIZE財団がコラボして、これからの数⼗年で解消すると宣⾔

 AIサミット参加のメリット
①AIイノベーター、AIを活⽤したい企業・⾃治体の両⽅と接点が持てる
②参加型で積極的に課題を共有できる
③周囲の賛同を得られればプロジェクトを発⾜することができる
④スポンサーからの様々な援助が期待できる

 唯⼀のプラチナスポンサー“マイクロソフト”が最も⽬⽴っていた（事例紹介「
FarmBeats」、AIを活⽤して以下の社会課題に取り組むため、環境改善や障がい者
対策等１億1,500万ドル拠出、プライバシーを保護する顔認識などの⽅針と規制を積
極的に主張）

 講演企業等の取り組みが全て先進的であるわけではない

3国際動向
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ITU-T AI関連グループ
組織 対象

FG-ML5G Focus Group on Machine Learning for Future Networks including 5G

WG1 Use cases, services and requirements
WG2 Data formats & ML technologies
WG3 ML-aware network architecture

FG-AI4H Focus Group on "Artificial Intelligence for Health" 
WG-DAISAM Data and AI solution assessment methods

WG-DASH Data and AI solution  handling

WG-O  Operations
WG-RC  Regulatory considerations on AI for health

FG-AI4EE Focus Group on "Environmental Efficiency for Artificial Intelligence and other 
Emerging Technologies" 

FG-AI4AD Focus Group   on AI for autonomous and assisted driving

3国際動向
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AIに関連した国際標準化

27

Figure : A benchmarking pipeline

3国際動向

AI Atudy at ITU
FG-ML5Gで、次世代のネットワークで活⽤する機械学習
のアーキテクチャーを検討（機械学習を⾏うときのデータの
流し⽅︓パイプライン）。

TM ForumのAI検討状況
テレコム業界としてAIをどのように活⽤していくか検討プロ
ジェクトを発⾜。2018年下期に①ユーザーストーリー／
ユースケース、②AIモデル学習⽤リポジトリ構築に向けた
要 件 、 ③ サ ー ビ ス マ ネ ジ メ ン ト 標 準 の 第 ⼀ 版
（IG1184）を発表

“Delivering the Intelligent 
Edge”(Digital Transformation Asia Nov, 

2018)資料より抜粋、加筆

2020 年　電子情報通信学会総合大会
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オープン＆クローズ戦略と標準①

28

 AIビジネスの進展に必要なエコシステムの鍵は利益を共有する協業体制
 協業の⼟台はプラットフォームであり、エコシステムの拡⼤には標準を

活⽤したオープン＆クローズ戦略の両輪が重要
標準化戦略 ⽬的 収益モデル 事例

オープン戦略

 市場拡⼤
 デファクトスタンダード化
 コストカット

 商品・サービス
 ライセンス

 アライアンス  ライセンス
 API等開放

クローズ戦略

 機会損失回避
 適⽤領域拡⼤  ライセンス

 他社技術の無効化  商品・サービス

出典︓経産省 オープン・クローズ戦略の基本フレーム等、法政⼤学准教授 ⽷久正⼈（ビジネスエコシステムと標準化戦略）

4標準の活⽤

端末製造
⼯程

デザイン
タッチパ
ネル技術

Android

Google
Play

GSM

基地局

GSM vs 
PDC

PC周辺機
器の製造

技術

MPU

Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 

オープン＆クローズ戦略と標準②

29

コア技術を独占的に供給する⼀⽅で、
部品・完成品は無償開放・標準化活動を通じて市場拡⼤を図る

出典︓みずほ総研ホームページ、⼩川紘⼀「オープン＆クローズ戦略増補改訂版」

⾃社

ライセンス

部品
ライセンス
⾃社規格

完成品に関する
標準化機関

ク
ロ
␗
ズ
領
域

オ
␗
プ
ン
領
域

競合
ソフトウェア会社

差し⽌め

競合
部品メーカー

完成品メーカー

無償開放

標準必須
特許開放

⾃社がコア技術を
守り、独占的に供
給

知財の無償開放
標準化活動により
部品・完成品の競
争を促し、製品・ソ
リューションの市場
を拡⼤

参画・主導

4標準の活⽤

＜コア技術＞
製品機能・デザイン
アルゴリズム・OS・UI

＜インタフェース＞
API・開発ツール

コネクタ形状・プロトコル

組み⽴て・加⼯⼯程
汎⽤部品
アプリ開発

競合
部品メーカー競合
部品メーカー競合
部品メーカー

クローズ領域か
らオープン領域
をコントロール

Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 

⼀般的な標準の作り⽅

30

第⼀段階

• ⾃社に都合の良い規格を⾃社だけで作る
• フォーラムに規格を持ち込む or 利害が⼀致するメンバーでフォーラムを設⽴

第⼆段階

• ⾃社に都合の良い仲間を集め標準化
• フォーラム内で作成した規格原案を公表、メンバーを拡⼤
• インタフェース標準等迅速なバージョンアップが必要なものはフォーラム標準にとどめる

第三段階

• ⼝出しされないようにデジュール標準化へ
• 国際標準化機関に持ち込み、メンバー投票を経て国際標準化

4標準の活⽤

標準化の戦略的な使い分けが必要
デジュール ︓公的な位置づけ、グローバル化と開発途上国への影響⼒
フォーラム ︓スピード重視、限定メンバーでオープンな標準化⼿続き
デファクト ︓市場が決める、莫⼤なリソースが必要

Copyright © 2020 TTC. All Rights Reserved. 31

TTCホームページ（2019年4⽉リニューアル）︓
https://www.ttc.or.jp/

E-mail︓
kaneko@s.ttc.or.jp

ご清聴ありがとうございました。

＜最近の寄稿＞
 NTT技術ジャーナル2019年11⽉号「AI for Good Global Summit 2019参加報告」
 NTT Technical Review October 2019「Surviving in the Digital Transformation Era; 

Technical Trends and Issues from the Perspective of The Telecommunication 
Technology Committee」

 NTT技術ジャーナル2019年8⽉号「デジタルトランスフォーメーション時代に⽣き残るためにはー標準
化機関TTCから⾒た技術トレンドと課題」

 ITUジャーナル2019年8⽉号「AI for Good Global Summit 2019参加報告」

＜書籍＞
 「未来を拓くマイナンバー」 野村資本市場研究所｢マイナンバー活⽤の可能性｣メンバーとして寄稿
 「医療とマイナンバー」 共著
 「10のポイントで考える⽇本の成⻑戦略」 共著

2020 年　電子情報通信学会総合大会
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倫理と品質：AI で標準化すべき事柄とその現状 
Ethics and quality: issues to standardize for AI and their status 

江川 尚志 
EGAWA, Takashi 

日本電気株式会社 
 NEC Corporation

2020 年　電子情報通信学会総合大会
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AIに関連するマルチメディア国際標準化と
国内の製品開発の紹介

2020年3月19日

ITU-T SG16 (マルチメディア）副議⻑／
ITU-T  WP2/SG16 (eサービス）共同議⻑／

沖電気工業株式会社
山本秀樹

(yamamoto436@oki.com)
1

<電子情報通信学会 総合大会 2020年3月 AI技術の活用によるICTの新たな価値創出>

2

目次

はじめに

マルチメディア国際標準化におけるAIの取組の紹介
ITU-Tとは
SG16の体制
SG16のAIの取組（健康、自動運転のFGの状況、具体的な標準作成）

国内の製品開発の紹介
OKIとは
AIエッジコンピュータ
ユースケース

おわりに

3

はじめに
AI技術の活用によるICTの新たな価値創出に関連して、マルチメディア・サービス関
連の国際標準化と国内の事例を紹介します。
国際標準化は、通信の国際標準化団体ITU-TのSG16（国際電気通信連合電
気通信部門の第16研究委員会）の取組をご紹介します。
国内の事例としては、OKI（沖電気工業株式会社）の取組を紹介します。
最後に、今後の方向性について考察します。

過去 本日 未来

企業の製品・サービス全体
国際標準の全体 SG16の検討範囲

国内製品
将来の標準
将来の製品

© Copyright 2020 Oki Electric Industry Co., Ltd.      4

ITUは1865年の万国電信連合に端を発する国際連合の電気通信の専⾨機関（世界最古）
参加メンバーは、198か国と約840の電気通信事業者・企業等（企業が直接参加できる）
電気通信の標準化や規制、国際間の調整などを⾏う。ITU-Tはその中の電気通信の標準化を⾏う

ITUｰTとは

全権委員会議2018(PP-18)で新体制に
任期：2019-2022年

ITU-D局⻑
Doreen Martin  氏

ITU-R局⻑
Mario Maniewicz 氏

ITU 事務総局⻑
Houlin Zhao氏

ITU-T局⻑
Chaesub Lee氏

副事務総局⻑
Malcom Johnson氏

5

ITUｰTとは：メンバー数の動向と研究委員会の構成
ITU-Tは、通信インフラ・運用からサービス・アプリケーションまで幅広くICTの標準化を担当
193か国、及び400以上の企業がメンバーとして参加。メンバーは増加傾向（エネルギー及びユーティリテ
ィ、輸送及び物流、モバイル決済、OTTアプリケーション、⾃動⾞、IoT/M2M接続、分散台帳技術、量
子通信、サイバーセキュリティ、AI及びサービス品質など、広範なICT分野以外の企業が含まれている）

（*）ＴＴＣ講演資料「ITU-T及びASTAPに関する標準化活動のあり方調査」

2016 2017 2018

2018年11月末時点

⇒検討中の国際標準数

6

ITU-Tの最近の取組：Smart ABC
ITU-Tの最近の取組「Smart ABC」は、ITUの展示会TelecomWorldなどでも紹介
ABCは、AI、Banking、City（Smart City)であり、新たな方向のキーワードを示している

TELECOM World2018（南アフリカ）では、Smart ABCに関連する、展⽰、議論などが⾏われた

AI：IoTデバイスの増加に伴
いデータが増加。AIのよるデー
タ処理で意味のある情報を抽
出。AIを含む新サービス。

Banking：世界では携帯電
話はあるが銀⾏⼝座が無い⼈
が16億存在。ICTの活用はこの
状態を⼤きく変える⼒がある。

Smart Cities：公共サービ
ス、インフラ管理等のデジタルト
ランスフォーメーション。持続す
る社会の発展に必要。

FG 5GML (2017〜)
AI for Good Global Summit 
(2017,8)
FG AI4H (2018〜)
Q5/SG16 (2019〜)
FG AI4AD (2019〜）

FG DFS の報告書完成。
Financial Inclusion Global 
Initiative (FIGI)、, Bill & Melinda 
Gates Foundation, World 
Bank,theBank for Internationa
Settlements ITUと協⼒関係を構築。
Q22/SG16 (2019〜）

持続可能な社会のためのゴール
(SDGs)をITUと他UN機関で制定
“United for Smart 
Sustainable Cities” (U4SSC) 
initiative⽴上げ。

A B C
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SG16の体制

WP1:コンテンツ配信

WP2:マルチメディア eサービス

WP3:ｺｰﾃﾞｯｸと超⾼臨場感体験

マルチメディアコーディング、システム、及びアプリケーション
デジタルヘルス
障がい者のための情報通信
知的交通システム (ITS)
IPTV とデジタルサイネージ
マルチメディア ｅサービス

SG16体制

主要テーマ（他のSGと区別）

ITU-T内の関係図

FG-VM：⾞載マルチメディア

FG-AI4H：健康のためのAI

FG-AI4AD: 自動運転のAI

議⻑、副議⻑、事務局

JCA-MMeS:eサービス調整

標準文書作成・審議

標準化対象の抽出(*)

標準化の調整

(*) FGはメンバー以外も参加可能。成果物は技術仕様書、標
準化ギャップ分析結果に関する報告書、勧告案作成のための基
礎材料等の形をとり、勧告策定は行えない。

8

SG16 の体制：標準文書審議体制 （課題構成）
今会期開始以降、DLT（分散電子台帳）、AI、映像監視、デジタル文化の４課題が追加された

WP 課題番号 課題名
- Q1 マルチメディアの調整

WP1 
コンテンツ配信

Q11 マルチメディアシステム、端末、ゲートウェイ及び電子会議
Q21 マルチメディアフレームワーク、アプリケーション及びサービス
Q13 IPTVのためのマルチメディアアプリケーションプラットフォーム及びエンドシステム
Q14 デジタルサイネージシステムとサービス
Q12 映像監視システムとサービス

WP2
マルチメディア
eサービス

Q24 国際電気通信による生活品質向上のためのヒューマンファクターに関連する
問題

Q26 マルチメディアシステムとサービスのアクセシビリティ
Q27 電気通信/ITSサービスとアプリケーションのための⾞載ゲートウェイフラットフォ

ーム
Q28 eヘルスアプリケーションのためのマルチメディアフレームワーク
Q22 分散電子台帳技術とｅサービス
Q23 デジタル文化関連システムとサービス

WP3
メディアコーディングと
超⾼臨場感体験

Q6 映像符号化
Q7 音声/音響符号化、音声帯域モデム、FAX端末及びネットワークベース信号

処理
Q8 超⾼臨場感ライブ体験システムとサービス
Q5 人工知能によるマルチメディアアプリケーション

（注） 日本人が役職者、青字は今会期(2017-2020)に設立された課題

9

SG16のAIの標準文書審議状況 Q5の定義文書紹介
Q5：AIマルチメディアは、中国政府の情報通信分野の主管庁工業情報化部の直属組織である中
国情報通信研究院（China Academy of Information and Communications 
Technology［以下、CAICT］）の提案が承認され、2019年3⽉に設⽴。

略称 タイトル 承認
時期 エディタ

F.AI-MLTF Technical framework for shared machine learning 
system 

2021

F.SCAI Requirements for smart class based on artificial 
intelligence 

2021

F.AI-DLPB Metrics and evaluation methods for deep neural 
network processor benchmark

2021

F.AI-DLFE Deep learning software framework evaluation 2021
F.AI-SCS Use cases and requirements for speech 

interaction of intelligent customer service 
2021

Q5:AIマルチメディアの議⻑は、提案者のMr.Yuntao Wang (CAICT,中国)
2019年10月のSG16会合時点では、5件の勧告草案を審議中。

10

SG16のフォーカスグループでのAI取組
SG16の配下に、AIに関する２つのフォーカスグループを設置。
期限は通常2年。終了後、成果⽂書は、関連する課題（Question）で議論され、標準⽂書（勧
告、技術文書）元として活用される。

WP1:コンテンツ配信

WP2:マルチメディア eサービス

WP3:ｺｰﾃﾞｯｸと超⾼臨場感体験

FG-VM：⾞載マルチメディア

FG-AI4H：健康のためのAI

FG-AI4AD: 自動運転のAI

議⻑、副議⻑、事務局

JCA-MMeS:eサービス調整

標準文書作成・審議

標準化対象の抽出(*)

標準化の調整

Q27：ＩＴＳ
Q28： ｅヘルス

・
・
・

11

健康のためのAI：FG-AI4H(1)
Mr. Thomas Wiegand (Fraunhofer、ドイツ)の提案により、2018年7⽉に設⽴。
ITU-TとWHO（世界保健機構）と共同で推進。
健康に関するAIツールの世界レベルの評価の標準つくりを目指す。
４つのWGで活動中

(*) https://www.itu.int/en/ITU-T/focusgroups/ai4h/

■ Data and AI solution assessment methods (WG-
DAISAM)
Chair: Pat Baird (Philips), Vice-chair: Luis Oala (Fraunhofer
HHI, DE)
■ Data and AI solution  handling (WG-DASH)
Chair: Marc Lecoultre (MLlab.AI, CH),Vice chair: Ferath Kerif
(CHUV, CH)
■  Operations (WG-O)
Chair: Markus Wenzel  (FraunhoferHHI, Germany)
■  Regulatory considerations on AI for health (WG-RC)
Chair: Naomi Lee (The Lancet, UK), Vice-chairs: Paolo Alcini
(European Medicines Agency, EU), Chandrashekar
Ranga   (CDSCO, India), Khair ElZarrad (FDA, USA),  Wolfgang 
Lauer (Federal Institute for Drugs and Medical Devices,  
Germany), Peng Liang (National Medical Products 
Administration, C  hina)
■ WGs in preparation:
 Clinical Evaluation (WG-CE), Ethics (WG-Ethics)

12

自動運転のためのAI ：FG-AI4AD(1)
Mr. Bryn Balcombe  (ADA Innovation Lab Limited, 英国)の提案により、2019年10月に
設⽴。
FGは、自動運転や運転支援における、サービスとアプリケーションのための標準化を支援する。
2019年10⽉に設⽴後、第⼀回の会合は1月に実施。

(*) https://www.itu.int/en/ITU-T/focusgroups/ai4ad/Pages/default.aspx

 体制
 議⻑： Bryn Balcombe  (ADA Innovation Lab Limited, 英国)
 副議⻑：Yuan Zhang (China Telecom, 中国)

 会合予定
 2019年10月： SG16会合で設⽴承認
 2020年1月： 第1回会合 （1月21，22日 ロンドン）

（ワーキンググループ設⽴等を議論予定）
 2020年1月： キックオフワークショップ 「自動運転または運転支援のための

説明可能なAI」

2020 年　電子情報通信学会総合大会
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 IPTV、サイネージ、超⾼臨場感：視聴者への映
像コンテンツのレコメンド

 CDN：AIネットワーク基盤との連携(**)
 自然言語：翻訳通信、要約、電話自動応答
 ｅヘルス：診断支援、健康支援アドバイス(*)
 アクセシビリティ：ガイドサービス、AI字幕
 監視：危険検知
 共通PF：Q5 AIマルチメディアで検討（予定）

SG16の今後の取組：AIとの関係
SG16の課題の扱うサービスのAIによる⾼度化はSG16の中で発展
ITU-T FG5GMLなど、ネットワークへのAI活⽤による⾼度化の流れがあり、⾼度化されたネットワ
ークを利⽤することによるサービスの⾼度化も期待できる
今後は、両⽅の標準化や実⽤化が進⾏していくと想定される

(*)現在、SG16の管理下のITU-T FG-AI4H（Focus Group on AI for health）でも標準化項目を検討中
(**) 総務省資料「⾰新的AIネットワーク統合基盤技術の研究開発」

マルチメディア／ｅサービスの中のAI活用 AIを活用したネットワーク基盤 (**)
AIネットワークを使う⾼度なサービス

14

OKIグループ概要

創業者：沖牙太郎

会社概要（2019年3月31日現在）

商号
沖電気工業株式会社
（Oki Electric Industry Co., Ltd.）

創業 1881年（明治14年）

創業者 沖 牙太郎

設立 1949年（昭和24年11月1日）

資本金 44,000百万円

代表取締役 鎌上信也

従業員数
単独：4,077名、連結：17,930名
（国内12,391名、海外5,539名）

子会社 79社(海外39社)

本社所在地 東京都港区虎ノ門1丁目7番12号

日本初の電話機を製造以来138年、企業理念の「進取の精神」をもって、情報社会の発展
に寄与する商品を提供。“モノづくり・コトづくり”を通じて、より安全で便利な社会のインフラ
を支える企業グループを目指します

代表取締役
社長執行役員
鎌上信也

情報通信
メカトロ
システム

プリンター EMS

事業セグメント

© Copyright 2020 Oki Electric Industry Co., Ltd.      
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138年の顧客基盤におけるインストールベースを基に、特⻑あるデバイス群、音響・
光センサーを特⻑としたセンシング、NW技術、データ処理・運用技術・ノウハウで、
社会インフラを支える様々なソリューション、プロダクト＆サービスを提供

社会インフラを支える商品群

ソリューション
└航空管制／ETC／VICS／消防／防災／防衛システム等
└省庁業務ソリューション
└営業店システム／VTM／通帳アプリサービス等
└鉄道窓口発券システム／空港自動チェックインシステム

プラットフォーム (プロダクト、サービス)
└キャリアネットワーク／映像配信等
└ PBX／ビジネスホン／コンタクトセンター
└サブギガ帯マルチホップ無線
└クラウドサービス／保守サービス／工事サービス

ソリューション&サービス、社会システムで培ったデータ
処理、運用技術・ノウハウ

通信システム、社会システムで培った
有線・無線通信ネットワーク技術

社会システムで培った特⻑あるセンサー技術(音響セン
サー、光センサー等)ならびに信号処理技術

データ処理・運用

ネットワーク

センシング

特⻑のある
デバイス群

138年の顧客基盤
インストールベースを保有

情報通信事業

16

OKIのAIの取組
お客様課題、社会課題解決に向けたAI適用に軸足を置き、技術開発・製品開発を実施

1980年代

1990年代

2010年代

第2次AIブーム
第5世代コンピュータプロジェクトへの参画
AIマシンの設計・開発、⾃然⾔語処理、エキスパートシステム
機械翻訳の製品化（ルールベース）

ニューラルネットワークブーム
リアルワールドコンピューティングプロジェクトへの参画
モノの認識系へのニューラルネットワークの活⽤

製品開発への地道な適用
⾃然⾔語による対話エンジンの製品化（知識ベース）
顔認識の製品化（パターン認識、機械学習）

第3次AIブーム (*)
画像認識（顔・ヒト・モノ認識系）へのDeep learningの活用
Deep learning のモデル軽量化
様々なAP領域でのデータ分析/AIによるソリューション構築
AIエッジコンピュータの製品化

(*) OKI テクニカルレビュー (No.233)人間中心の社会を実現するAI, (No.234) AIエッジコンピューティングが拓く高度IoT社会,
https://www.oki.com/jp/otr/

© Copyright 2020 Oki Electric Industry Co., Ltd.      
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AIエッジコンピュータ誕生の背景(1)
自動車・輸送機器、医療、産業用途を中心とする急速なIoTデバイスの普及

ネットワークデータ量の爆発的な増大

IoTデバイスへのサイバー攻撃・脅威が激化

https://www.oki.com/jp/AIedge/img/AIedgeComputing_WhitePaper.pdf
© Copyright 2020 Oki Electric Industry Co., Ltd.                                                            18

AIエッジコンピュータ誕生の背景(2)

 多様なIoTニーズに応えることのできる汎用性

 エッジ処理を実現する高性能なAIアクセラレー
ター機能の実装

 耐環境性に優れた装置設計

 最新技術を集約した業界トップ企業との戦略提
携商品

OKIのAE2100
シリーズ

2020 年　電子情報通信学会総合大会
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ユースーケース１ 〜交通〜

© Copyright 2020 Oki Electric Industry Co., Ltd.                                                            20

ユースーケース２ 〜防災〜

© Copyright 2020 Oki Electric Industry Co., Ltd.                                                            21

ユースーケース３ 〜製造〜

© Copyright 2020 Oki Electric Industry Co., Ltd.                                                            22

ユースーケース４ 〜海洋⾳響〜

© Copyright 2020 Oki Electric Industry Co., Ltd.                                                            23

ユースケース５ 〜映像解析を利⽤するその他ｿﾘｭｰｼｮﾝ〜

24

おわりに
国際標準化団体ITU-TのSG16（マルチメディア）では、の診断や治療など健康に関するAI
や、自動運転・運転支援におけるAIが、正しく動くための、監視や評価に関する標準の作成を
⽬指した検討を⾏っている。⇒ AIのためのアルゴリズムやデータそのもの標準ではない。
国内の企業（OKI）では、エッジ側でAIの処理を⾏うエッジコンピュータを製品化して、クラウド
と連携し、社会課題解決のための取組を実施しているが、現状の標準化テーマには取り上げら
れていない。
両者とも今後進化していく中で、交わる部分が生まれ、さらに交わり部分の技術の進展や市場
の拡大が期待される

過去 本日 未来

企業の製品・サービス全体
国際標準の全体 SG16の検討範囲

国内製品
将来の標準
将来の製品

© Copyright 2020 Oki Electric Industry Co., Ltd.      

2020 年　電子情報通信学会総合大会

Copyright © 2020 IEICE2020/3/17 〜 20　東広島市 SSS-9

TK-1-3

 



 

 

AIを活用した ICTの気候変動対策への適用と標準化動向 
ICT applications utilizing AI in climate change countermeasures and their standardization trends 

高谷 和宏 
Kazuhiro Takaya 

NTT情報ネットワーク総合研究所 

NTT Information Network Laboratory Group 

1. はじめに 

Industry 4.0の Smart Manufacturingに代表されるように，

Internet of Things（IoT）の進展や人工知能（AI）を用いた

ビッグデータ解析は，様々な産業の業務プロセスの効率化

を促進している[1]．その一方で，自然災害等に対する気候

変動の影響が深刻化しており，情報通信技術（ICT）を活

用した効果的な環境保護手法の実現が求められている[2]．

ITU-T Study Group 5（SG5）[3]は，国連傘下の ITUの中で

も，ICT の環境的側面における課題を解決するための研究

グループであり，通信事業者や ICT ベンダが様々な環境課

題を解決する際のガイダンスとなる ITU-T 勧告を作成して

いる．本稿では，2019年 5月 22日の SG5会合（in ジュネ

ーブ）で設立された「AI 及びその他の新技術の環境効率」

に関するフォーカスグループ（FG-AI4EE: Environmental 

Efficiency for Artificial Intelligence and other Emerging 

Technologies）の活動状況を中心に，AI を活用した気候変

動対策とその標準化動向を述べる． 

2. FG-AI4EEについて 

2.1 FG設立の目的 

AI 等のディジタル技術はデータ駆動型アプリケーション

を効率化するツールである一方で，開発時や運用時の持続

可能性についてはあまり評価されてない．例えば，教師デ

ータが不可欠の AI は，導入効果が得られるようにするた

めの事前学習やチューニングの際，及びセンサやシステム

ログから得られる大量のデータを解析する際に大量の電力

を消費する．しかし，このような環境負荷とパフォーマン

スの関係（環境効率）を評価・測定するための国際基準や

ガイダンスはほとんどない． 

そのため，FG-AI4EE は，AI 及びその他の新技術の環境

効率に対するグローバルな対話を推進するために設立され

た．FG 議長は，ITU-T SG5 の Working Party 2 の議長も務

める Dr. Paolo Gemma（Huawei）と Dr. Neil Sahota （IBM 

& University of California）であり，副議長には，大学教授，

金融・経済や環境・エネルギー部門のエキスパートが名を

連ねる．参加者は，通常の SG 会合に参加する通信関連の

利害関係者だけでなく，様々な分野からであり，17 の持続

可能な開発目標（SDGs）[4]を実現するための標準化ニー

ズを明確化するためのプラットフォームとして機能するこ

とが期待されている． 

2.2 FGの位置づけと検討体制 

 第 1 回会合は， 2019 年 12 月 11 日～13 日の日程でウィ

ーンにおいて開催された．初日のフォーラムでは，AI の環

境的側面における可能性を探る議論を目的としたセッショ

ンと，環境的側面を評価するためのユースケースに関する

議論を目的としたセッションが開催され，AI の必要性と

FGの目指すべき方向性について共有された． 

第 1回 FG会合（2日目）では，最初に，ITU-Tの電気通

信標準化諮問会議（TSAG）からのスコープの見直しに関

する提案を受ける形で，付託事項（ToR）についての議論

が行われた．議論では，表 1に示すように，ITU-Tでは AI

に関連する FG がいくつかあり，これらの FG との関係の

明確化と，どの技術を対象とするかが重要であった．他の

FG が AI を用いた効率的且つ適切なソリューションの提供

に注力しているのに対して，本 FG では，AI 等のディジタ

ル技術を活用したソリューションの環境への影響がどのよ

うに評価されるべきかが重要であり，いくつかのディジタ

ル技術に閉じず，広く汎用的な評価基準の作成を目指すこ

とが再認識された．そのため，ToR については，2019 年 5

月の SG5提案のまま承認されている． 

 

表 1 ITU-Tの AIに関連するフォーカスグループ 

FG略称 FG正式名称 親 SG キーワード 

FG-AI4EE 

ITU-T Focus Group on 

Environmental Efficiency for 

Artificial Intelligence and 

other Emerging Technologies 

SG5 

AI, AR, 

VR, 5G,  

Blockchain 

FG-ML5G 

ITU-T Focus Group on 

Machine Learning for Future 

Networks including 5G 

SG13 5G, AI/ML 

FG-AI4H 

ITU-T Focus Group on 

Artificial Intelligence for 

Health 
SG16 

AI/ML 

FG-AI4AD 

ITU-T Focus Group on AI for 

autonomous and assisted 

driving 

AI 

 

具体的な検討については，表 2 に示す 3 つのワーキンググ

ループ（WG）で実施されることが決定された． 

 

表 2 FG-AI4EEの検討体制 

WG 名称 

1 
Requirements of AI and other Emerging Technologies to 

Ensure Environmental Efficiency 

2 
Assessment and Measurement of the Environmental 

Efficiency of AI and Emerging Technologies  

3 
Implementation Guidelines of AI and Emerging 

Technologies for Environmental Efficiency 
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3. 各WGの検討計画 

3.1 WG1：環境効率を向上させるための要求条件 

 WG1 では，AI やその他の新技術を導入する際の環境効

率を向上させるための要求条件について検討される．様々

なユースケースにおいて，導入する新技術が要求条件を満

足することで，電力消費量が削減され，結果として環境影

響が軽減されることを期待している． 

成果物として作成されるいくつかの技術報告書では，対

象とするユースケースの鍵となる技術について解説すると

ともに，ユースケース固有の要求条件も解説する．ユース

ケースとしては，5G を最大限に活用したスマートな水管

理システムや，AI 含む機械学習を活用したクラウドベース

のサプライチェーン等が候補として取り上げられている． 

例えば，Passive Optical Network（PON）における光加入

者線終端装置（OLT）及び光加入者線ネットワーク装置

（ONT）から使用帯域等の Utilization KPI をデータ収集し，

AI を活用した根本原因解析（RCA）により，Service Level 

Agreement（SLA）を満足する必要最小限のリソースを導

くことで，PON の電力消費やオンサイト呼出し回数を削減

するというユースケース[5]が提案されている（図 1）． 

 

図 1  AI活用例：PONのリソース最適化・電力削減 

（入力寄書 AI4EE-I-004より図を抜粋・編集） 

 

様々なユースケースに対する検討結果は，環境効率も考

慮した革新的なソリューションの実現と SDGs 達成のため

の有益な情報源となると期待されている．このほか，2025

年をターゲットに，AI とブロックチェーンの複数の分野に

おける潜在的なベストプラクティスを解説する技術報告書

の作成も計画されている． 

 

3.2  WG2：環境効率の評価・測定方法 

WG2 では，通信事業者及び関連する利害関係者が AI や

その他の新技術を導入する際に役立つ環境効率の評価・測

定方法が検討される．この評価・測定方法に基づいて，導

入する技術の運用効率と環境的側面も考慮した品質を改善

することで，SDGs のビジョンに合致した成果が得られる

と期待されている． 

特に，AI とブロックチェーンについては，環境影響を定

性的に評価するための環境影響評価マトリックスの作成も

計画されている．環境影響評価マトリックスは，AI やブロ

ックチェーンを活用したソリューションに対して定義され

た環境パラメータに基づく評価結果を出力し，通信事業者

や利害関係者が最も環境効率の高いソリューションを選

択・決定する際の実用的なツールとなると期待されている． 

 

3.3  WG3：環境効率向上のための実装ガイドライン 

 WG3 では，AI 及びその他の新技術の環境効率を向上さ

せるための実装ガイドラインについて検討される．例えば，

仮想通貨を支えるブロックチェーンに対しては，計算量の

多いユーザのほうが有利に働く仕組み“Proof of Work”か

ら競争しても無駄な電力を消費しない仕組み“Proof of 

Stake”に移行することにより，環境効率を向上させる方法

とその原理に関するガイドラインを提供する． 

また，政府が AI 及びブロックチェーンの導入に関する

国家戦略を策定する際の支援や，導入時に関係する利害関

係者とのパートナーシップを形成するための支援を目的と

して，政府レベルでの運用要件や環境要件を定義し，目標

設定，具体的な計画策定，結果の評価を実施する際のガイ

ドラインとなる技術報告書の作成も予定されている． 

一方，移動体通信事業者からは，事業者がスマートなネ

ットワーク運用と保守を実現し，環境効率を確保するため

に，5G 基地局の環境負荷予測アルゴリズムやサーバー

室・通信機械室の空調管理に AI を活用し，電力消費を効

率化するための技術報告書の作成も提案されている． 

4. まとめ 

第 1 回会合の関連イベントとして United for Smart 

Sustainable Cities（U4SSC） Index Thematic Group会合が開

催された．U4SSC は，持続可能なスマートシティの実現に

向け，都市のスマートさ，持続可能性，環境，経済，社会，

文化といった様々な領域の KPI の測定方法を検討している．

これらの KPI を測定するためには AI 等の様々な新技術を

活用したデータ収集が必須であり，本 FG で検討予定の環

境効率に関する KPIとも関連性が高いと考える． 

AI やその他の新技術は様々な分野の業務効率と可能性を

拡大する一方で，導入・運用時に大量の電力を消費し，環

境負荷を増加させる． 特に，AI は事前学習やチューニン

グの際にも電力消費する．そのため， AI を活用する様々

なユースケースが SDGs を達成するためには，環境負荷を

評価・測定する手法と国際的な評価基準が不可欠である．

また，グローバルな環境改善のため，環境効率を考慮した

ベストプラクティスやガイドラインを提供していくことは，

今後の ITU-T SG5の重要な使命の一つと考える． 
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